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平成31年度長野市（一般会計・特別会計・企業会計）予算一覧
(単位：千円)

会　　　計　　　名 本年度予算額 前年度予算額 比　　　較

一般会計 150,500,000 149,950,000 550,000

国民健康保険特別会計 35,343,200 35,287,500 55,700

住宅新築資金等貸付事業特別会計 3,100 3,200 △ 100

駐車場事業特別会計 121,800 156,800 △ 35,000

飯綱高原スキー場事業特別会計 61,700 71,200 △ 9,500

26,600 55,400 △ 28,800

介護保険特別会計 34,141,300 33,511,600 629,700

授産施設特別会計 76,900 80,900 △ 4,000

鬼無里大岡観光施設事業特別会計 80,300 78,900 1,400

後期高齢者医療特別会計 5,106,300 4,971,000 135,300

病院事業債管理特別会計 976,200 976,200 0

公共料金等集合支払特別会計 （1,885,400) （1,902,300) （△ 16,900)

計　　（　特　別　会　計　） 75,937,400 75,192,700 744,700

産業団地事業会計 900,000 1,442,000 △ 542,000

水道事業会計 12,266,800 12,779,700 △ 512,900

下水道事業会計 22,990,400 22,686,200 304,200

戸隠観光施設事業会計 305,100 270,200 34,900

計　　（　企　業　会　計　） 36,462,300 37,178,100 △ 715,800

合　　　　　　　　　　計 262,899,700 262,320,800 578,900

（注）公共料金等集合支払特別会計については、重複計上となるため合計に含まない。

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計
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1－1

議案第１号

平成31年度長野市一般会計予算

平成31年度長野市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ150,500,000千円と定める。

２

算」による。

　（債務負担行為）

第２条

る。

　（地方債）

第３条

る。

　（一時借入金）

第４条

は、20,000,000千円と定める。

　（歳出予算の流用）

第５条

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)

の間の流用

平成31年２月27日提出

長野市長　加　藤　久　雄

地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）

に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」によ

地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債

の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表地方債」によ

地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金借入れの最高額

一般会計- 9 - 一般会計



1－2

第１表　歳入歳出予算
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 市税 59,040,000 

 1 市民税 27,263,000 

 2 固定資産税 22,657,000 

 3 軽自動車税 1,089,000 

 4 市たばこ税 2,168,000 

 5 入湯税 36,000 

 6 事業所税 2,038,000 

 7 都市計画税 3,789,000 

 2 地方譲与税 1,303,000 

 1 地方揮発油譲与税 360,000 

 2 自動車重量譲与税 899,000 

 3 森林環境譲与税 44,000 

 3 利子割交付金 59,000 

 1 利子割交付金 59,000 

 4 配当割交付金 241,000 

 1 配当割交付金 241,000 

 5 株式等譲渡所得割交付金 171,000 

 1 株式等譲渡所得割交付金 171,000 

 6 地方消費税交付金 7,854,000 

 1 地方消費税交付金 7,854,000 

 7 ゴルフ場利用税交付金 50,000 

 1 ゴルフ場利用税交付金 50,000 

 8 自動車取得税交付金・自動 196,000 

車税環境性能割交付金

 1 自動車取得税交付金・自動 196,000 

車税環境性能割交付金

 9 地方特例交付金 243,000 

 1 地方特例交付金 243,000 

10 地方交付税 19,362,000 

 1 地方交付税 19,362,000 

11 交通安全対策特別交付金 68,000 

 1 交通安全対策特別交付金 68,000 

- 10 -一般会計
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1－3

(単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

12 分担金及び負担金 760,112 

 1 負担金 760,112 

13 使用料及び手数料 3,692,832 

 1 使用料 2,829,804 

 2 手数料 863,028 

14 国庫支出金 20,424,294 

 1 国庫負担金 16,136,120 

 2 国庫補助金 4,148,661 

 3 国庫委託金 139,513 

15 県支出金 9,271,826 

 1 県負担金 5,578,936 

 2 県補助金 2,847,393 

 3 県委託金 845,497 

16 財産収入 694,849 

 1 財産運用収入 417,751 

 2 財産売払収入 277,098 

17 寄附金 625,500 

 1 寄附金 625,500 

18 繰入金 3,271,320 

 1 基金繰入金 3,271,320 

19 繰越金 100,000 

 1 繰越金 100,000 

20 諸収入 8,136,567 

 1 延滞金、加算金及び過料 44,301 

 2 預金利子 536 

 3 貸付金元利収入 6,064,343 

 4 受託事業収入 162,691 

 5 雑入 1,864,696 

21 市債 14,935,700 

 1 市債 14,935,700 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 150,500,000 
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1－4

 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 議会費 732,856 

 1 議会費 732,856 

 2 総務費 15,306,865 

 1 総務管理費 12,302,939 

 2 徴税費 1,746,866 

 3 戸籍住民基本台帳費 673,318 

 4 選挙費 393,961 

 5 統計調査費 81,216 

 6 監査委員費 108,565 

 3 民生費 55,124,565 

 1 社会福祉費 12,120,517 

 2 児童福祉費 24,059,737 

 3 老人福祉費 12,557,860 

 4 生活保護費 6,386,451 

 4 衛生環境費 12,702,562 

 1 保健衛生費 5,056,270 

 2 環境総務費 328,632 

 3 環境清掃費 6,476,460 

 4 水道費 841,200 

 5 労働費 202,523 

 1 労働諸費 202,523 

 6 農林業費 2,015,242 

 1 農業費 1,673,621 

 2 林業費 341,621 

 7 商工観光費 9,334,678 

 1 商工費 7,033,224 

 2 観光費 2,301,454 

 8 土木費 18,702,281 

 1 土木管理費 416,179 

 2 道路橋りょう費 5,411,258 

 3 河川水路費 907,037 

 4 都市計画費 7,631,117 

 5 土地区画整理費 2,399,338 
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1－5

(単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 6 住宅費 1,937,352 

 9 消防費 4,782,167 

 1 消防費 4,782,167 

10 教育費 15,157,907 

 1 教育総務費 1,869,384 

 2 小学校費 1,765,803 

 3 中学校費 916,763 

 4 高等学校費 545,216 

 5 社会教育費 3,611,097 

 6 保健体育費 6,449,644 

11 災害復旧費 170,000 

 1 公共土木施設災害復旧費 100,000 

 2 農林施設災害復旧費 70,000 

12 公債費 16,168,354 

 1 公債費 16,168,354 

13 予備費 100,000 

 1 予備費 100,000 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 150,500,000 
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1－6

1 城山分室解体事業費 平 成 32 年 度 102,567

2
公共用地及び公用地取得並びに保有のための
資金として金融機関が長野市土地開発公社へ
行う融資に対する債務保証

償 還 完 了 ま で
融資額75億円及び
こ れ に 対 す る
利 息 相 当 額

3
統合型GISの共用空間データ更新・整備業務
委託事業費

平成32年度から
平成34年度まで

518,550

4 個人市県民税納税通知書作成業務委託事業費 平 成 32 年 度 43,578

5 軽自動車税納税通知書作成業務委託事業費 平 成 32 年 度 7,395

6 固定資産税納税通知書作成業務委託事業費 平 成 32 年 度 19,925

7
（仮称）篠ノ井総合市民センター建設事業費
（支所分）

平 成 32 年 度 29,000

8
（仮称）中条総合市民センター建設事業費
（支所分）

平 成 32 年 度 426,296

9
（仮称）篠ノ井総合市民センター建設事業費
（老人福祉センター分）

平 成 32 年 度 15,000

10
指定管理による長野市松代老人憩の家管理運
営事業費

平成32年度から
平成33年度まで

69,370

11
障害者基本計画及び障害福祉計画・障害児福
祉計画策定支援業務委託事業費

平 成 32 年 度 6,000

12
指定管理による長野市もんぜんぷら座こども
広場（じゃん・けん・ぽん）管理運営事業費

平成32年度から
平成33年度まで

48,000

13
指定管理による長野市篠ノ井こども広場（こ
のゆびとまれ）管理運営事業費

平成32年度から
平成34年度まで

73,500

第２表　債務負担行為
（単位：千円）

事　　　　　　　　　　項 期 間 限 度 額

- 14 -一般会計
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1－7

14 ごみ指定袋等作成業務委託事業費
平成32年度から
平成35年度まで

32,288

15
ストックヤード建設・旧清掃センター焼却施
設解体事業費

平 成 32 年 度 1,218,999

16
ストックヤード建設・旧清掃センター焼却施
設解体工事監理業務委託事業費

平 成 32 年 度 21,956

17 新事業創出支援資金利子補給金
平成32年度から
平成38年度まで

621

18 ものづくり研究開発事業補助金 平 成 32 年 度 4,000

19 工場用地等取得事業助成金
平成32年度から
平成33年度まで

29,461

20 事業用地取得事業助成金
平成32年度から
平成33年度まで

50,000

21 先端ＩＣＴ技術者雇用促進補助金 平 成 32 年 度 5,000

22 市道大豆島松岡線道路改良用地等取得事業費
平成32年度から
平成34年度まで

23,000

23 市道石吉線歩道設置用地等取得事業費
平成32年度から
平成33年度まで

53,000

24 市営住宅返目団地25-1号棟全面改善事業費 平 成 32 年 度 521,558

25
市営住宅返目団地25-1号棟全面改善工事監理
外業務委託事業費

平 成 32 年 度 16,984

26 弁天公園用地取得事業費（平成23年度分）
平成32年度から
平成33年度まで

76,000

（単位：千円）

事　　　　　　　　　　項 期 間 限 度 額
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1－8

27 城山公園再整備事業費 平 成 32 年 度 281,190

28 もんぜんぷら座耐震改修事業費 平 成 32 年 度 269,331

29 高齢者住宅移転資金支援に伴う損失補償金 償 還 完 了 ま で 4,250

30 換地計画等業務委託事業費
平成32年度から
平成35年度まで

227,700

31 朝陽小学校校地拡張事業費
平成32年度から
平成34年度まで

550,000

32
（仮称）篠ノ井総合市民センター建設事業費
（公民館分）

平 成 32 年 度 43,000

33
（仮称）中条総合市民センター建設事業費
（公民館分）

平 成 32 年 度 774,948

34
（仮称）中条総合市民センター建設事業費
（博物館分）

平 成 32 年 度 43,053

（単位：千円）

事　　　　　　　　　　項 期 間 限 度 額

一般会計 1-8
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1－9

第３表　地方債
(単位：千円)

限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法

1 総務管理施設整備事 924,100 年5.0％以内

業費

2 総務管理事業費 15,400 同　　　上 同　　　上 同　　　上

3 障害者福祉施設整 26,900 同　　　上 同　　　上 同　　　上

備事業費

4 児童福祉施設整備事 157,200 同　　　上 同　　　上 同　　　上

業費

5 児童福祉事業費 900 同　　　上 同　　　上 同　　　上

6 老人福祉施設整備事 31,000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

業費

7 清掃施設整備事業費 574,800 同　　　上 同　　　上 同　　　上

8 保健施設整備事業費 20,200 同　　　上 同　　　上 同　　　上

9 農林施設整備事業費 253,800 同　　　上 同　　　上 同　　　上

10 農業事業費 900 同　　　上 同　　　上 同　　　上

11 林業整備事業費 7,400 同　　　上 同　　　上 同　　　上

12 観光施設整備事業費 266,900 同　　　上 同　　　上 同　　　上

13 商工事業費 3,600 同　　　上 同　　　上 同　　　上

14 土木管理事業費 4,900 同　　　上 同　　　上 同　　　上

15 道路橋りょう整備事 1,945,100 同　　　上 同　　　上 同　　　上

業費

16 道路橋りょう事業費 39,600 同　　　上 同　　　上 同　　　上

17 河川水路整備事業費 381,300 同　　　上 同　　　上 同　　　上

18 都市計画整備事業費 1,201,400 同　　　上 同　　　上 同　　　上

19 住宅整備事業費 190,600 同　　　上 同　　　上 同　　　上

20 消防施設整備事業費 105,700 同　　　上 同　　　上 同　　　上

21 教育総務事業費 41,300 同　　　上 同　　　上 同　　　上

22 社会教育施設整備事 439,700 同　　　上 同　　　上 同　　　上

業費

起債の目的

普通貸借又は債
券発行。ただ
し、債券発行の
細目については
市長が定める。

公 的 資金 につ い て
は、その融通条件に
より、民間等資金の
場合にはその債権者
と協定するものによ
る。ただし、財政そ
の他の都合により据
置期間及び償還期限
を短縮し、又は繰上
償還もしくは低利に
借換えすることがで
きる。

一般会計1-9 一般会計



1－10

(単位：千円)

限度額 起債の方法 利率 償還の方法

23 保健体育施設整備事 1,928,300 年5.0％以内

業費

24 過疎地域自立促進事 85,300 同　　　上 同　　　上 同　　　上

業費

25 水道事業出資金 349,400 同　　　上 同　　　上 同　　　上

26 臨時財政対策債 5,940,000 同　　　上 年5.0％以内 同　　　上
ただし、利率見
直し方式で借り
入れる公的資金
について、利率
の見直しを行っ
た後において
は、当該見直し
後の利率

起債の目的

普通貸借又は債
券発行。ただ
し、債券発行の
細目については
市長が定める。

公 的 資金 に つ い て
は、その融通条件に
より、民間等資金の
場合にはその債権者
と協定するものによ
る。ただし、財政そ
の他の都合により据
置期間及び償還期限
を短縮し、又は繰上
償還もしくは低利に
借換えすることがで
きる。

一般会計 1-10一般会計
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2－1

議案第２号

平成31年度長野市国民健康保険特別会計予算

平成31年度長野市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条

定める。

２

る。

３

歳出予算」による。

　（地方債）

第２条

「第２表地方債」による。

　（歳出予算の流用）

第３条

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)

でのこれらの経費の各項の間の流用

(2)

おける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

平成31年２月27日提出

長野市長　加　藤　久　雄

国民健康保険事業費納付金の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合に

保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内

事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ34,796,400千円と

直診勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ546,800千円と定め

事業勘定及び直診勘定の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入

地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第１項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、

地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

国民健康保険特別会計- 21 - 国民健康保険特別会計
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第１表　歳入歳出予算　（事業勘定）
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 国民健康保険料 6,588,488 

 1 国民健康保険料 6,588,488 

 2 使用料及び手数料 3,540 

 1 手数料 3,540 

 3 国庫支出金 310 

 1 国庫負担金 150 

 2 国庫補助金 160 

 4 県支出金 24,368,156 

 1 県負担金 24,368,155 

 2 財政安定化基金支出金 1 

5 財産収入 1,491 

 1 財産運用収入 1,491 

6 繰入金 3,481,416 

 1 他会計繰入金 3,285,216 

 2 基金繰入金 196,200 

7 繰越金 313,354 

 1 繰越金 313,354 

8 諸収入 39,644 

 1 延滞金、加算金及び過料 9,202 

 2 貸付金元利収入 336 

 3 雑入 30,106 

9 財政安定化基金借入金 1 

 1 財政安定化基金借入金 1 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 34,796,400 

- 22 -国民健康保険特別会計（事業勘定）
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 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 総務費 429,576 

 1 総務管理費 316,163 

 2 徴収費 110,992 

 3 運営協議会費 922 

 4 趣旨普及費 1,499 

 2 保険給付費 24,277,231 

 1 療養諸費 21,045,444 

 2 高額療養費 3,025,144 

 3 高額介護合算療養費 1,200 

 4 移送費 120 

 5 出産育児諸費 109,200 

 6 葬祭諸費 21,350 

 7 結核精神諸費 74,773 

 3 国民健康保険事業費納付金 9,402,074 

 1 医療給付費 6,586,109 

 2 後期高齢者支援金 2,111,658 

 3 介護納付金 704,307 

 4 財政安定化基金拠出金 1 

 1 財政安定化基金拠出金 1 

 5 保健事業費 625,777 

 1 特定健康診査等事業費 490,668 

 2 保健事業費 135,109 

 6 積立金 1,491 

 1 積立金 1,491 

 7 諸支出金 59,250 

 1 償還金及び還付加算金 28,550 

 2 直診勘定繰出金 30,700 

 8 予備費 1,000 

 1 予備費 1,000 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 34,796,400 

- 23 - 国民健康保険特別会計（事業勘定）国民健康保険特別会計（事業勘定）
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第１表　歳入歳出予算　（直診勘定）
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 診療収入 378,757 

 1 外来収入 354,167 

 2 その他診療収入 24,590 

 2 使用料及び手数料 2,576 

 1 手数料 2,576 

 3 県支出金 2,580 

 1 県補助金 2,580 

 4 財産収入 1,832 

 1 財産運用収入 1,832 

 5 繰入金 143,936 

 1 他会計繰入金 113,236 

 2 事業勘定繰入金 30,700 

 6 繰越金 1,000 

 1 繰越金 1,000 

 7 諸収入 1,819 

 1 雑入 1,819 

 8 市債 14,300 

 1 市債 14,300 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 546,800 

国民健康保険特別会計（直診勘定） - 24 -
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 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 総務費 309,863 

 1 施設管理費 309,863 

 2 医業費 219,630 

 1 医業費 219,630 

 3 公債費 17,207 

 1 公債費 17,207 

 4 予備費 100 

 1 予備費 100 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 546,800 

国民健康保険特別会計（直診勘定）- 25 -
国民健康保険特別会計（直診勘定）
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第２表　地方債
(単位：千円)

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法

診療所整備事業費 14,300 年5.0％以内普通貸借又は債
券発行。ただ
し、債券発行の
細目については
市長が定める。

公的資金について
は、その融通条件
により、民間等資
金の場合にはその
債権者と協定する
ものによる。ただ
し、財政その他の
都合により据置期
間及び償還期限を
短縮し、又は繰上
償還もしくは低利
に借換えすること
ができる。

国民健康保険特別会計 2-6国民健康保険特別会計



3－1

議案第３号

平成31年度長野市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算

ろによる。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ3,100千円と定める。

２

算」による。

平成31年２月27日提出

長野市長　加　藤　久　雄

平成31年度長野市の住宅新築資金等貸付事業特別会計の予算は、次に定めるとこ

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

住宅新築資金等貸付事業特別会計- 27 - 住宅新築資金等貸付事業特別会計
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第１表　歳入歳出予算
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 財産収入 56 

 1 財産運用収入 56 

 2 繰越金 12 

 1 繰越金 12 

 3 諸収入 3,032 

 1 貸付金元利収入 3,032 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 3,100 

住宅新築資金等貸付事業特別会計 - 28 -
住宅新築資金等貸付事業特別会計
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 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 公債費 455 

 1 公債費 455 

 2 諸支出金 2,633 

 1 基金積立金 2,633 

 3 予備費 12 

 1 予備費 12 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 3,100 

住宅新築資金等貸付事業特別会計- 29 -
住宅新築資金等貸付事業特別会計
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議案第４号

平成31年度長野市駐車場事業特別会計予算

平成31年度長野市の駐車場事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ121,800千円と定める。

２

算」による。

平成31年２月27日提出

長野市長　加　藤　久　雄

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

駐車場事業特別会計- 31 - 駐車場事業特別会計
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第１表　歳入歳出予算
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 使用料及び手数料 115,785 

 1 使用料 115,785 

 2 繰入金 5,965 

 1 他会計繰入金 5,965 

 3 繰越金 16 

 1 繰越金 16 

 4 諸収入 34 

 1 雑入 34 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 121,800 

駐車場事業特別会計 - 32 -
駐車場事業特別会計
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 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 駐車場事業費 111,006 

 1 駐車場管理費 111,006 

 2 公債費 9,794 

 1 公債費 9,794 

 3 予備費 1,000 

 1 予備費 1,000 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 121,800 

駐車場事業特別会計- 33 -
駐車場事業特別会計
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議案第５号

平成31年度長野市飯綱高原スキー場事業特別会計予算

による。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ61,700千円と定める。

２

算」による。

平成31年２月27日提出

長野市長　加　藤　久　雄

平成31年度長野市の飯綱高原スキー場事業特別会計の予算は、次に定めるところ

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

飯綱高原スキー場事業特別会計- 35 - 飯綱高原スキー場事業特別会計



5－2

第１表　歳入歳出予算
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 繰入金 61,394 

 1 他会計繰入金 61,394 

 2 繰越金 200 

 1 繰越金 200 

 3 諸収入 106 

 1 雑入 106 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 61,700 

飯綱高原スキー場事業特別会計 - 36 -
飯綱高原スキー場事業特別会計
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 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 スキー場事業費 61,500 

 1 スキー場管理費 61,500 

 2 予備費 200 

 1 予備費 200 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 61,700 

飯綱高原スキー場事業特別会計- 37 -
飯綱高原スキー場事業特別会計
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議案第６号

平成31年度長野市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算

るところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ26,600千円と定める。

２

算」による。

　（債務負担行為）

第２条

る。

平成31年２月27日提出

長野市長　加　藤　久　雄

平成31年度長野市の母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計の予算は、次に定め

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」によ

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計- 39 -
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第１表　歳入歳出予算
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 繰入金 6,775 

 1 他会計繰入金 6,775 

 2 繰越金 141 

 1 繰越金 141 

 3 諸収入 19,684 

 1 貸付金元利収入 19,229 

 2 雑入 455 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 26,600 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 - 40 -
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 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 母子父子寡婦福祉資金貸付 26,600 

事業費

 1 母子父子寡婦福祉資金貸付 26,600 

事業費

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 26,600 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計- 41 -
母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計
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平成32年度から
平成34年度まで

32,706
母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づいて平成31
年度に母子・父子・寡婦世帯に貸付決定する修学
資金等の翌年度以降の貸付金

第２表　債務負担行為
（単位：千円）

事　　　　　　　　　　項 期 間 限 度 額

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 - 42 -母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計
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議案第７号

平成31年度長野市介護保険特別会計予算

平成31年度長野市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条

円と定める。

２

と定める。

３

は、「第１表歳入歳出予算」による。

　（歳出予算の流用）

第２条

る。

(1)

内でのこれらの経費の各項の間の流用

(2)

一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

平成31年２月27日提出

長野市長　加　藤　久　雄

地域支援事業費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同

保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款

保険事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ34,136,000千

介護サービス事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ5,300千円

保険事業勘定及び介護サービス事業勘定の款項の区分及び当該区分ごとの金額

地方自治法（昭和22年法律第67号）第220条第２項ただし書の規定により

歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

介護保険特別会計- 43 - 介護保険特別会計
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第１表　歳入歳出予算　（保険事業勘定）
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 保険料 7,401,400 

 1 介護保険料 7,401,400 

 2 使用料及び手数料 3,783 

 1 手数料 3,783 

 3 国庫支出金 8,038,240 

 1 国庫負担金 5,773,192 

 2 国庫補助金 2,265,048 

 4 支払基金交付金 8,837,037 

 1 支払基金交付金 8,837,037 

 5 県支出金 4,739,114 

 1 県負担金 4,457,163 

 2 県補助金 281,951 

 6 財産収入 1,890 

 1 財産運用収入 1,890 

 7 繰入金 5,096,511 

 1 一般会計繰入金 4,994,034 

 2 基金繰入金 102,477 

 8 繰越金 1,923 

 1 繰越金 1,923 

 9 諸収入 16,102 

 1 延滞金、加算金及び過料 102 

 2 貸付金元利収入 1,000 

 3 雑入 15,000 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 34,136,000 

介護保険特別会計（保険事業勘定） - 44 -
介護保険特別会計（保険事業勘定）
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 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 総務費 882,966 

 1 総務管理費 488,962 

 2 徴収費 42,357 

 3 介護認定審査会費 350,891 

 4 趣旨普及費 756 

 2 保険給付費 31,478,141 

 1 介護サービス等諸費 29,268,504 

 2 介護予防サービス等諸費 533,459 

 3 その他諸費 32,336 

 4 高額介護サービス等費 654,065 

 5 高額医療合算介護サービス 78,994 

等費

 6 特定入所者介護サービス等 910,783 

費

 3 地域支援事業費 1,766,430 

 1 包括的支援事業・任意事業 554,913 

費

 2 介護予防生活支援サービス 1,180,989 

事業費

 3 一般介護予防事業費 26,196 

 4 その他諸費 4,332 

 4 基金積立金 1,890 

 1 基金積立金 1,890 

 5 諸支出金 6,573 

 1 償還金及び還付加算金 6,573 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 34,136,000 

介護保険特別会計（保険事業勘定）- 45 -
介護保険特別会計（保険事業勘定）
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第１表　歳入歳出予算　（介護サービス事業勘定）
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 サービス収入 5,299 

 1 介護予防給付費収入 5,299 

 2 繰越金 1 

 1 繰越金 1 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 5,300 

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）- 46 -
介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）
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 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 総務費 459 

 1 施設管理費 459 

 2 サービス事業費 4,841 

 1 居宅介護支援事業費 4,841 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 5,300 

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）- 47 -
介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）





8－1

議案第８号

平成31年度長野市授産施設特別会計予算

平成31年度長野市の授産施設特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ76,900千円と定める。

２

算」による。

平成31年２月27日提出

長野市長　加　藤　久　雄

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

授産施設特別会計- 49 - 授産施設特別会計
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第１表　歳入歳出予算
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 事業収入 11,000 

 1 受託作業収入 11,000 

 2 分担金及び負担金 47,489 

 1 負担金 47,489 

 3 使用料及び手数料 222 

 1 使用料 222 

 4 繰入金 17,099 

 1 他会計繰入金 17,099 

 5 繰越金 100 

 1 繰越金 100 

 6 諸収入 990 

 1 雑入 990 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 76,900 

授産施設特別会計 - 50 -
授産施設特別会計
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 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 授産施設事業費 76,900 

 1 授産施設事業費 76,900 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 76,900 

授産施設特別会計- 51 -
授産施設特別会計
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議案第９号

平成31年度長野市鬼無里大岡観光施設事業特別会計予算

ろによる。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ80,300千円と定める。

２

算」による。

平成31年２月27日提出

長野市長　加　藤　久　雄

平成31年度長野市の鬼無里大岡観光施設事業特別会計の予算は、次に定めるとこ

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

- 53 - 鬼無里大岡観光施設事業特別会計鬼無里大岡観光施設事業特別会計
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第１表　歳入歳出予算
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 使用料及び手数料 3,476 

 1 使用料 3,476 

 2 財産収入 66 

 1 財産運用収入 66 

 3 繰入金 75,556 

 1 他会計繰入金 75,556 

 4 繰越金 50 

 1 繰越金 50 

 5 諸収入 1,152 

 1 雑入 1,152 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 80,300 

鬼無里大岡観光施設事業特別会計 - 54 -
鬼無里大岡観光施設事業特別会計
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 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 総務費 683 

 1 総務管理費 683 

 2 事業費 79,144 

 1 施設事業費 79,144 

 3 公債費 73 

 1 公債費 73 

 4 予備費 400 

 1 予備費 400 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 80,300 

鬼無里大岡観光施設事業特別会計- 55 -
鬼無里大岡観光施設事業特別会計
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議案第10号

平成31年度長野市後期高齢者医療特別会計予算

平成31年度長野市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ5,106,300千円と定める。

２

算」による。

平成31年２月27日提出

長野市長　加　藤　久　雄

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

後期高齢者医療特別会計後期高齢者医療特別会計- 57 - 後期高齢者医療特別会計
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第１表　歳入歳出予算
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 後期高齢者医療保険料 4,093,351 

 1 後期高齢者医療保険料 4,093,351 

 2 使用料及び手数料 1,110 

 1 手数料 1,110 

 3 繰入金 1,005,199 

 1 一般会計繰入金 1,005,199 

 4 繰越金 10 

 1 繰越金 10 

 5 諸収入 6,630 

 1 延滞金、加算金及び過料 480 

 2 償還金及び還付加算金 6,120 

 3 雑入 30 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 5,106,300 

後期高齢者医療特別会計 - 58 -
後期高齢者医療特別会計
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 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 総務費 49,549 

 1 総務管理費 42,289 

 2 徴収費 7,260 

 2 後期高齢者医療広域連合納 5,050,531 

付金

 1 後期高齢者医療広域連合納 5,050,531 

付金

 3 諸支出金 6,120 

 1 償還金及び還付加算金 6,120 

 4 予備費 100 

 1 予備費 100 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 5,106,300 

後期高齢者医療特別会計- 59 -
後期高齢者医療特別会計
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議案第11号

平成31年度長野市病院事業債管理特別会計予算

平成31年度長野市の病院事業債管理特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ976,200千円と定める。

２

算」による。

平成31年２月27日提出

長野市長　加　藤　久　雄

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

病院事業債管理特別会計- 61 - 病院事業債管理特別会計
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第１表　歳入歳出予算
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 諸収入 976,200 

 1 貸付金元利収入 976,200 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 976,200 

病院事業債管理特別会計 - 62 -
病院事業債管理特別会計
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 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 公債費 976,200 

 1 公債費 976,200 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 976,200 

病院事業債管理特別会計- 63 -
病院事業債管理特別会計
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議案第12号

平成31年度長野市公共料金等集合支払特別会計予算

よる。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ1,885,400千円と定める。

２

算」による。

平成31年２月27日提出

長野市長　加　藤　久　雄

平成31年度長野市の公共料金等集合支払特別会計の予算は、次に定めるところに

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

公共料金等集合支払特別会計- 65 - 公共料金等集合支払特別会計
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第１表　歳入歳出予算
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 繰替金収入 1,885,400 

 1 繰替金収入 1,885,400 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 1,885,400 

公共料金等集合支払特別会計 - 66 -
公共料金等集合支払特別会計
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 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 集合支払費 1,885,400 

 1 集合支払費 1,885,400 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 1,885,400 

公共料金等集合支払特別会計- 67 -
公共料金等集合支払特別会計





長 野 市 企 業 会 計 予 算

- 69 -
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議案第13号

平成31年度長野市産業団地事業会計予算

　（総則）

第１条 平成31年度長野市産業団地事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 用地造成面積 4,709㎡

(2) 用地売却面積 12,004㎡

　（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　入

第１款 産業団地事業収益 517,000千円

第１項 営業収益 515,807千円

第２項 営業外収益 1,193千円

支　　　　　出

第１款 産業団地事業費用 437,000千円

第１項 営業費用 434,437千円

第２項 営業外費用 2,563千円

　（資本的収入及び支出）

第４条

収　　　　　入

第１款 資本的収入 49,000千円

第１項 他会計借入金 49,000千円

支　　　　　出

第１款 資本的支出 463,000千円

第１項 用地開発費 53,000千円

第２項 他会計借入金償還金 410,000千円

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が

資本的支出額に対し不足する額414,000千円は、過年度分損益勘定留保資金

240,651千円及び当年度分損益勘定留保資金173,349千円で補填するものとする。)。

13-1 産業団地事業会計

産業団地事業会計
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　（一時借入金）

第５条

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第６条

経なければならない。

(1) 職員給与費 10,000千円

　（重要な資産の処分)

第７条

(1) 処分する資産

平成31年２月27日提出

長野市長　加　藤　久　雄

〃 綿内流通ターミナル 4,540.79㎡ 〃

〃 第二東部工業団地 3,691.93㎡ 〃

〃 東鶴賀事業用地 2,094.55㎡ 〃

種 　類 名　　　　　称 数　　量 処分の態様

豊野東部工業団地 1,677.13㎡

重要な資産の処分は、次のとおりとする。

分譲等

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

土　　地

一時借入金の限度額は、49,000千円と定める。

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

- 72  -産業団地事業会計産業団地事業会計



14－1

議案第14号

平成31年度長野市水道事業会計予算

　（総則）

第１条 平成31年度長野市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 給水件数 134,200件

(2) 年間総給水量 32,296,000㎥

(3) 一日平均給水量 88,240㎥

(4) 主要な建設改良事業

原水施設改良事業 205,129千円

浄水施設改良事業 153,298千円

配水施設改良事業 3,222,429千円

　（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　入

第１款 水道事業収益 7,418,100千円

第１項 営業収益 6,460,679千円

第２項 営業外収益 901,220千円

第３項 特別利益 56,201千円

支　　　　　出

第１款 水道事業費用 6,586,500千円

第１項 営業費用 5,836,619千円

第２項 営業外費用 696,349千円

第３項 特別損失 53,532千円

　（資本的収入及び支出）

第４条

で補填するものとする。）。

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額3,283,000千円は、過年度分損益勘定留保資金

2,963,185千円並びに当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額319,815千円

水道事業会計- 73 - 水道事業会計
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収　　　　　入

第１款 資本的収入 2,397,300千円

第１項 企業債 1,745,000千円

第２項 国庫補助金 26,190千円

第３項 工事負担金 101,030千円

第４項 受託建設収入 728千円

第５項 出資金 524,351千円

第６項 固定資産売却代金 1千円

支　　　　　出

第１款 資本的支出 5,680,300千円

第１項 建設改良費 3,895,649千円

第２項 企業債償還金 1,740,675千円

第３項 出資金返還金 43,976千円

　（債務負担行為）

第５条

定める。

584,400千円

平成32年度から

平成32年度

料金徴収事務委託事業費
平成36年度まで

堀水源紫外線処理設備整備事業費

犀川浄水場活性炭注入設備整備事業費

配水ブロック内老朽管解消事業費

579,100千円平成32年度

平成32年度

209,700千円

事　　　　　項 期　　間 限　度　額

債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと

638,200千円

水道事業会計 - 74 -水道事業会計



14－3

　（企業債）

第６条

定める。

　（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は、2,000,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条

と定める。

(1) 営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条

経なければならない。

(1) 職員給与費 1,053,285千円

(2) 交際費 50千円

　（他会計からの補助金）

第10条

ける金額は、841,200千円である。

　（たな卸資産購入限度額）

第11条 たな卸資産の購入限度額は、104,000千円と定める。

平成31年２月27日提出

長野市長　加　藤　久　雄

事業費用及び資本的支出に充当のため一般会計からこの会計へ補助等を受

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

水道事業費 1,745,000千円

利 率

普通貸借又は債
券発行。ただ
し、債券発行の
細目については
市長が定める。

限  度  額

年5.0％
以内

公的資金について
は、その融通条件
により、民間等資
金の場合にはその
債権者と協定する
ものによる。ただ
し、財政その他の
都合により据置期
間及び償還期限を
短縮し、又は繰上
償還もしくは低利
に借換えすること
ができる。

起 債 の 方 法 償 還 の 方 法起 債 の 目 的

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

水道事業会計14-3 水道事業会計
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議案第15号

平成31年度長野市下水道事業会計予算

　（総則）

第１条 平成31年度長野市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 排水件数 161,400件

(2) 年間総排水量 41,510,000㎥

(3) 一日平均排水量 113,726㎥

(4) 主要な建設改良事業

下水道管改良事業 111,000千円

公共下水道事業 1,438,477千円

流域関連公共下水道事業 1,020,100千円

流域下水道事業 242,836千円

特定環境保全公共下水道事業 216,380千円

農業集落排水事業 43,400千円

戸別浄化槽事業 38,700千円

　（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　入

第１款 下水道事業収益 14,660,100千円

第１項 営業収益 7,814,393千円

第２項 営業外収益 6,845,706千円

第３項 特別利益 1千円

支　　　　　出

第１款 下水道事業費用 12,781,900千円

第１項 営業費用 10,643,709千円

第２項 営業外費用 2,138,191千円

　（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額6,410,400千円は、過年度分損益勘定留保資金

2,962,907千円、当年度分損益勘定留保資金3,316,991千円、並びに当年度分消費

下水道事業会計- 77 - 下水道事業会計
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収　　　　　入

第１款 資本的収入 3,798,100千円

第１項 企業債 2,031,700千円

第２項 国庫補助金 648,590千円

第３項 工事負担金 39,673千円

第４項 受益者負担金 61,781千円

第５項 他会計負担金 1,016,355千円

第６項 固定資産売却代金 1千円

支　　　　　出

第１款 資本的支出 10,208,500千円

第１項 建設改良費 3,341,924千円

第２項 企業債償還金 6,865,576千円

第３項 国庫補助金返還金 1,000千円

　（債務負担行為）

第５条

定める。

　（企業債）

第６条

定める。

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

3,300千円

限　度　額期　　間事　　　　　項

補給金

平成31年度融資分排水設備設置資金利子 平成32年度から

平成36年度まで

平成32年度から

平成36年度まで
762,300千円料金徴収事務委託事業費

債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと

税及び地方消費税資本的収支調整額130,502千円で補填するものとする。）。

下水道事業会計 15-2下水道事業会計
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　（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は、4,000,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条

と定める｡

(1) 営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条

経なければならない。

(1) 職員給与費 561,155千円

(2) 交際費 50千円

　（他会計からの補助金）

第10条

ける金額は、4,583,600千円である。

平成31年２月27日提出

長野市長　加　藤　久　雄

事業費用及び資本的支出に充当のため一般会計からこの会計へ補助等を受

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

公的資金について
は、その融通条件
により、民間等資
金の場合にはその
債権者と協定する
ものによる。ただ
し、財政その他の
都合により据置期
間及び償還期限を
短縮し、又は繰上
償還もしくは低利
に借換えすること
ができる。

下水道事業費 2,031,700千円 普通貸借又は
債券発行。た
だし、債券発
行の細目につ
いては市長が
定める。

年5.0％
以内

起 債 の 目 的 限  度  額 起 債 の 方 法 償 還 の 方 法利 率
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議案第16号

平成31年度長野市戸隠観光施設事業会計予算

　（総則）

第１条

よる。

　（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) スキー場利用者数 106,500人

(2) キャンプ場利用者数 54,000人

　（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　入

第１款 観光施設事業収益 92,081千円

第１項 営業収益 32,619千円

第２項 営業外収益 59,462千円

支　　　　　出

第１款 観光施設事業費用 122,841千円

第１項 営業費用 118,587千円

第２項 営業外費用 4,254千円

　（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　入

第１款 資本的収入 182,259千円

第１項 企業債 85,400千円

第２項 補助金等 96,859千円

支　　　　　出

第１款 資本的支出 182,259千円

第１項 建設改良費 85,400千円

第２項 96,859千円

平成31年度長野市戸隠観光施設事業会計の予算は、次に定めるところに

企業債償還金
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　（企業債）

第５条

と定める。

観光施設事業費 85,400千円

　（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は 100,000千円と定める。

　（他会計からの補助金）

第７条

平成31年２月27日提出

長野市長　加　藤　久　雄

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

利　率 償　還　の　方　法

へ補助を受ける金額は、98,335千円である。

観光振興対策費（企業債償還に係る費用）として一般会計からこの会計

普通貸借又は
債券発行。た
だし、債券発
行の細目につ
いては市長が
定める。

起 債 の 目 的 限　 度 　額 起 債 の 方 法

年5.0％
以内

公的資金について
は、その融通条件
により、民間等資
金の場合にはその
債権者と協定する
ものによる。ただ
し、財政その他の
都合により据置期
間及び償還期限を
短縮し、又は繰上
償還もしくは低利
に借換えすること
ができる。
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